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平成 １７ 年 ３ 月期    決算短信（連結）           平成１７年５月１１日 
上 場 会 社 名        大林道路株式会社                    上場取引所 東大 
コ ー ド 番 号         1896                                   本社所在都道府県  東京都 
（ＵＲＬ  http://www.obayashi-road.co.jp ）        
代  表  者 役職名 取締役社長    氏名 山岡 礼三 
問合せ先責任者 役職名 取締役総務部長  氏名 堅田 浩      ＴＥＬ (03)3618－6500 
決算取締役会開催日 平成１７年 ５月１１日 
親会社等の名称 株式会社大林組(コード番号：1802）   親会社等における当社の議決権所有比率 40.64％ 
米国会計基準採用の有無  有・無                                           
 
１． １７年３月期の連結業績（平成１６年 ４月 １日～平成１７年 ３月３１日） 
(1)連結経営成績                               （百万円未満切捨て） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円    ％ 百万円    ％ 百万円    ％

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

８９，７１０       16.1 
７７，２６１     △15.4 

１，５７１       30.9 
１，２００      221.7 

１，５２５       30.5 
１，１６８      252.8 

 

 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益       

株主資本当 

期純利益率 

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 百万円   ％  円 銭  円 銭 ％ ％ ％

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

４２６   9.9  
３８７    －  

９．０６ 
８．２１ 

－
－

１．８  
１．７  

２．０  
１．５  

１．７ 
１．５ 

(注) ①持分法投資損益       17 年 3 月期     ５百万円  16 年 3 月期      ２０百万円 
     ②期中平均株式数(連結) 17 年 3 月期   46,722,593 株    16 年 3 月期      46,750,491 株   
     ③会計処理の方法の変更   有 ・ 無 
      ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円  銭

17 年 3 月期 
16 年 3 月期

７６，９７２ 
７３，６９３ 

２３，１９３ 
２２，９１７ 

３０．１ 
３１．１ 

４９６．５４
４９０．２５

(注) 期末発行済株式数(連結)  17 年 3 月期  46,703,564 株    16 年 3 月期      46,738,618 株 
  
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

△１，０７２ 
１，７２５ 

△１，３９５ 
△１，６８９ 

７９８ 
△３，０２５ 

５，５１８ 
７，１８６ 

 
(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数   ５社 持分法適用非連結子会社数    －社 持分法適用関連会社数  ５社 

 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結 (新規)   －社 (除外)   －社    持分法 (新規)   －社 (除外)   －社 

 
２． １８年３月期の連結業績予想（平成１７年 ４月 １日～平成１８年 ３月３１日） 

 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円

中 間 期 
通    期 

３１，５００  
８７，５００  

△４４０  
１，１５０  

△４２０   
５００  

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）   １０円７１銭 
 

※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な

要因に係る本資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって

大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたって

は、添付資料の６ページを参照してください。 
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企業集団の状況 

 

当社グループは、当社、子会社５社、関連会社５社及び親会社からなり、主に舗装工事、土

木工事、建築工事等の請負並びにこれらに関連する事業を行っているほか、製品（アスファルト合

材）の製造・販売及び再生砕石の製造・販売等の事業活動を展開しております。 

当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。 

 

   １．建設事業 

当社は建設工事の受注、施工、設計、調査等を行うほか、親会社の株式会社大林組が行う建設

工事の施工の一部を受注しています。 

子会社のミノル工業株式会社、東洋テクノ建設株式会社他１社及び関連会社の高徳建設株式会

社は建設工事の受注、施工、設計、調査等を行っています。また、関連会社のフォレストコンサ

ルタント株式会社も設計、調査等を行っています。 

子会社の東洋パイプリノベート株式会社は建設工事のうち管更生工事の受注、施工を行ってい

ます。 

上記の一部は当社が発注し、または当社が上記各社から工事の一部を受注する場合もあります。 

 

２．製造・販売他事業 

当社及び子会社のミノル工業株式会社はアスファルト合材の製造・販売を、子会社の東洋パ

イプリノベート株式会社及び関連会社のＴＭＳライナー株式会社、株式会社ＴＭＳ、日本スナ

ップロック株式会社は主に管更生材料等の販売を行い、子会社の東洋テクノ建設株式会社は建

設材料の販売を行っています。子会社の有限会社横手クリーンセンターは廃棄物の回収処理を

行っています。 

 

当社グループの事業の系統図は次のとおりです。 
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得      意      先 

              工事施工             製品販売 

 建  設  事  業 製造・販売他事業  

 当              社  

    

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建  設  事  業   製 造 ・販 売 他 事 業 

連結子会社   連結子会社 

 東洋テクノ建設㈱    東洋テクノ建設㈱ 

 東洋パイプリノベート㈱    東洋パイプリノベート㈱ 

 ミノル工業㈱    ミノル工業㈱ 

           他１社    ㈲横手クリーンセンター 

関連会社   関連会社 

高徳建設㈱    ＴＭＳライナー㈱ 

フォレストコンサルタント㈱   （旧：日本インパイプ㈱） 

親会社    ㈱ＴＭＳ 

㈱大林組   （旧：シームレスライナー㈱） 

    日本スナップロック㈱ 

     

製
品
販
売
・
廃
棄
物
の
回
収 

処
理 

工 

事 

施 

工 

工
事
施
工 

ア
ス
フ
ァ
ル
ト 

合
材
等
の
販
売 



                                                                           大林道路株式会社  

                                     経   営   方   針 

 

  １．経営の基本方針 

当社は、「豊かな生活環境の創造」、「地域社会との共存」、「人間尊重の経営」の企業理念の下、道

路、空港、港湾など交通網、運輸拠点の建設並びに工場、商業施設、学校、病院、スポーツ・レジャ

ー施設、公園など生産、生活環境施設の建設を通じ、わが国の社会資本充実と産業発展の一翼を担い、

また地域の快適な生活環境づくりに貢献することを使命として建設事業を展開しております。 

  当社は、これら公共性の高い建設事業を通じて、株主、顧客、取引先、従業員、地域社会などの信

頼と期待に応えるとともに、会社の健全な発展を図ることを経営の基本方針といたしております。 

 

  ２．利益配分に関する基本方針 

当社は、株主各位に対しまして安定的な配当を継続するとともに、財務体質の強化や将来に備    

えた研究開発、設備投資などを行うために内部留保の充実を図ることを基本方針といたしており    

ます。 

 

  ３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 

当社は、株式市場において適正な株価が形成されるためには、株式の十分な流動性と多くの

投資家の市場への参加が必要と考えています。 

投資単位の引き下げについては、株主利益や費用対効果の視点と市場動向や株価水準などを

総合的に勘案して、検討していく所存であります。 

 

  ４．中期的な経営戦略と対処すべき課題 

当社は、建設市場の縮小のなか、受注量の確保を図るとともに、事業運営コストの削減を推進し、

企業収益力を高め、活力ある企業を目指すことが重要課題と考えております。そして、「高い収益力

を持ち、絶えず成長する企業」であることが重要と考え、その実現に向けて、最終年度を平成２０年

３月期までとした中期経営計画において、工事受注高８００億円、完成工事高７７０億円、製品売上

高１４０億円などを達成することによって、経常利益１５億円以上を目指します。 

当計画では、道路建設業界を取り巻く市場環境が公共事業の縮減等でますます厳しくなる中で、従

来の発想の継続では達成が困難なことから、経常利益１５億円の創出に必要な「目標と施策」を部門

別に、かつ可能な限り数値化して定め、絶えずＰＤＣＡを繰り返していくことで、この目標を達成す

る所存であります。 

  

  ５．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社は、社会から信頼される企業となるためには、経営の透明性、健全性を高めることが重要であ

ると考え、コーポレート・ガバナンスに取り組んでおります。 

具体的には、株主総会、取締役会、監査役会、会計監査人などの法律上の機能に加え、随時、    

経営会議で迅速な意思決定をしております。さらに、本年６月の定時株主総会終結のときより、コー

ポレート・ガバナンスをより一層充実することを目的として、次の経営体制の改革を行う予定であり

ます。 

（１）取締役会の改革及び執行役員制度の導入 

・取締役会を活性化させ、意思決定のスピードアップを図るため、当社定款の取締役の員数を

「１８名以内」から「８名以内」に削減いたします。 

・取締役会は､経営の意思決定と取締役及び執行役員の業務執行行為を監督します｡ 

・業務執行機能の強化を図り、迅速かつ機動的な業務執行を行うため、取締役会の決議により

執行役員を「２５名以内」選任します。なお、執行役員と会社との関係は委任とし、その任

期は１年とします。 

（２）退職慰労金制度の廃止 

執行役員制度の導入に伴い役員報酬体系を見直すこととし、在任期間に連動した退職慰労金制

度を本年６月の定時株主総会終結の時をもって廃止のうえ、成果責任をより明確にした役員報酬

制度に改めます。なお、本年６月の定時株主総会時点で在任する役員を対象に、退職慰労金の打

切り支給の決議をいただき、同時点までの退職慰労金をそれぞれの役員の退任時に支給します。 
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次に、コンプライアンスの面では、当社の企業倫理要綱に従い、「企業倫理委員会」において

企業活動全般についての法律面及び倫理面からチェックを行うとともに、「業務行動指針」を定

めて、社内の企業倫理の定着に努めています。さらに、内部通報制度及び危機の未然防止体制の

整備に努めるとともに、危機発生時には、迅速かつ適切な対応を行うこととしております。 

また、経営の透明性を高めることが重要であるとの認識から、適時、適切な情報開示に取り組

んでおります。 

           

 

６．親会社等に関する事項 

株式会社大林組（上場取引所：東・大・名・福）は、当社の発行済株式総数の４０．０４％を保有

しており、財務諸表等規則第８条４項（実質支配力基準）による当社の親会社であります。 

当社と同社とは建築外構工事、土木工事などを通じて一定の取引があり、連結重視の経営の視点か

ら今後とも安定的な取引を継続し、資金の効率的なグループ内管理や必要な情報・技術などの交流を

図り、大林組グループ全体の業績に資するために緊密な関係を維持していく方針であります。 

 

７．その他、会社の経営上の重要な事項 

当社は、特に該当する事項はありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-4- 



                                                                           大林道路株式会社  

 

経   営   成   績 及 び 財 政 状 態 

 

    １．経営成績 

（１）当期の概況 

当期におけるわが国経済は、輸出に弱い動きが見られるものの製造業を中心に設備投資の増加

が続くなど、緩やかな回復基調で推移いたしました。 

道路建設業界におきましては、公共工事は引き続き減少いたしましたが、民間工事が増加いた

しましたので、受注環境にはやや明るさもみられました。 

このような状況の下におきまして、当社グループは受注量と利益の確保に努めました結果、当

連結会計年度の連結受注高は前連結会計年度に比べ７．０％増の約８４３億円、売上高は１６．

１％増の約８９７億円を計上することができました。 

利益につきましては、前連結会計年度に比べて利益率は低下したものの、売上高が増加しまし

たので売上総利益は約３千万円増の約６８億４千万円となりました。また、一般管理費が前連結

会計年度に比べ約３億３千万円減少したため、経常利益は前連結会計年度に比べ約３億５千万円

増の約１５億２千万円となりました。また、当社において売却することとなった事業用土地を販

売用不動産に移管するにあたり評価損約４億６千万円を特別損失に計上いたしましたので、当期

純利益約４億２千万円を計上することとなりました。 

 

 

事業の種類別セグメントは、次のとおりです。 

 

 

【建設事業部門】 

当連結会計年度の受注高は約７１２億円で、完成工事高は約７６６億円であります。 

また、当社の主な受注工事及び完成工事は、次表のとおりであります。 

                                     

 

    [主 要 受 注 工 事] 

発  注  者 工   事   名 工 事 場 所 

防 衛 施 設 庁 東千歳(16)整備場(B)新設土木工事 北 海 道 

国土交通省関東地方整備局 幡ヶ谷電線共同溝工事 東 京 都 

日 本 道 路 公 団 関越自動車道小千谷～長岡 JCT 間舗装災害復旧工事 新 潟 県 

四 日 市 港 管 理 組 合 平成 16 年度起(北)第 12 号霞ヶ浦地区北ふ頭土地造

成事業ｺﾝﾃﾅﾀｰﾐﾅﾙ舗装工事(その 2) 

三 重 県 

 

日 本 道 路 公 団 近畿自動車道(紀勢線)勢和舗装工事 三 重 県 

国土交通省近畿地方整備局 42 号毛見地区電線共同溝設置工事 和 歌 山 県 

国土交通省中国地方整備局 志戸坂峠道路篠坂ﾄﾝﾈﾙ舗装工事 鳥 取 県 

 

    [主 要 完 成 工 事] 

発    注    者 工     事      名 工 事 場 所 

国土交通省北海道開発局 釧路空港滑走路改良工事 北 海 道 

成田国際空港株式会社 貨物地区ｴﾌﾟﾛﾝ舗装改修工事(第 5 工区) 千 葉 県 

日 本 道 路 公 団 東海北陸自動車道美並舗装工事 岐 阜 県 

中部国際空港株式会社 ｴﾌﾟﾛﾝ舗装工事(その 2) 愛 知 県 

日 本 道 路 公 団 第二名神高速道路大津草津ｲﾝﾀｰﾁｪﾝｼﾞ舗装工事 滋 賀 県 

神 戸 市 垂水ｽﾎﾟｰﾂｶﾞｰﾃﾞﾝ整備工事 兵 庫 県 

国土交通省中国地方整備局 国道 191 号新地西町電線共同溝工事 山 口 県 
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【製造・販売他事業部門】 

当連結会計年度のアスファルト合材その他の製品販売につきましては、厳しい販売競争の下、   

製造・販売体制の見直しに取り組んだ結果、製品売上高は前期に比べ０．７％増の約１３０億円

となりましたものの、製品売上総利益は、アスファルト価格上昇によるコストアップの製品価格

への転嫁が進まず、前連結会計年度に比べ２１．７％減の約７億５千万円となりました。 

 

（２）次期の見通し 

今後のわが国経済は、原油高が懸念されますが、世界経済の着実な回復に伴って、景気は底堅

いものと見込まれます。 

  道路建設業界におきましては、今後も公共工事は低調に推移する中、価格と品質で総合的に優

れた調達を目指す「公共工事の品質確保の促進に関する法律」が施行されるなど、従来にも増し

て企業としての総合力を問われることになると思われます。 

  当社グループといたしましては、このような情勢の下で、営業・施工・製品・技術等の各部門

が切磋琢磨し、これらの相乗効果により、絶えず成長する企業を目指すべく策定した向こう３カ

年の中期経営計画を着実に実行し、安定した利益計上に努める所存であります。 

 また、絶えず成長する企業であるために、取締役会を活性化させて迅速な意思決定と監督機能

を強化することを目的に、取締役を減員し、現場の実情を十分に把握した執行役員を置くことに

より、経営計画の達成に向け、効率的かつ機動的な経営を目指して行く所存であります。 

通期（平成１８年度３月期）の連結業績につきましては、売上高８７５億円、経常利益１１億

５千万円、当期純利益５億円を見込んでおります。 

 

 ２．財政状態 

     当連結会計年度の連結キャッシュ・フローにつきましては、営業活動によるキャッシュ・フロー    

が約１０億円のマイナスとなり、投資活動によるキャッシュ・フローが約１３億円のマイナス、財    

務活動のキャッシュ・フローが約７億円のプラスとなりました。 

         この結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は約５５億円となりました。 

（１）営業活動によるキャッシュ・フロー 

 下半期での売上高の増加に伴う売上債権の増加のため、営業活動によるキャッシュ・フロー

は約１０億円のマイナスとなりました。 

                             （前連結会計年度：約１７億円のプラス） 

（２）投資活動によるキャッシュ・フロー 

アスファルト混合所等の設備増強を目的とした固定資産の取得に伴う支出により、投資活動

によるキャッシュ・フローは約１３億円のマイナスとなりました。 

                             （前連結会計年度：約１６億円のマイナス） 

（３）財務活動によるキャッシュ・フロー 

長期借入金の返済を行いましたが新規に短期借入を行いましたので、財務活動によるキャッ

シュ・フローは約７億円のプラスとなりました。 

                             （前連結会計年度：約３０億円のマイナス） 
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なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりであります。 

 

 

 

平成 13 年 

3 月期 

平成 14 年 

3 月期 

平成 15 年 

3 月期 

平成 16 年 

3 月期 

平成 17 年 

3 月期 

自己資本比率（％） ２５．６ ２９．５ ２８．２ ３１．１ ３０．１ 

時価ベースの自己資本比率（％） １１．８ １１．２ １０．５ １５．１ １７．３ 

債務償還年数（年） － － ９．９ ５．６ － 

インタレスト・ガバレッジ・レシオ（倍） － － １６．２ １６．５ － 

 

※ 自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

  債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

①各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

   ②株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 

   ③有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対

象としております。 

④営業キャッシュ・フロー及び利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活

動によるキャッシュ・フロー」を使用しております。 

（注）当連結会計年度の「債務償還年数」及び「インタレスト・カバレッジ・レシオ」は、営業キャ

ッシュ・フローがマイナスのため、記載を省略しております。 
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３．連 結 貸 借 対 照 表 

 

                                                                           （単位：百万円） 
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当連結会計年度 前連結会計年度 

（平成17年3月31日現在） （平成16年3月31日現在） 

             年 度 別 

 

科  目 金     額 構成比 金    額 構成比 

増減（△）

（資産の部）       ％       ％  

Ⅰ 流動資産      

現金預金 5,518  7,186  △1,667 

受取手形・完成工事未収入金等 35,917  30,453  5,463 

有価証券 －  19  △19 

未成工事支出金等 9,975  10,243  △267 

販売用不動産 

繰延税金資産 

1,312 

1,271 

 

 

－ 

743 

 

 

1,312 

528 

その他 1,396  1,412  △16 

貸倒引当金 △117  △161  43 

流動資産合計 55,274   71.8 49,897   67.7 5,377 

Ⅱ 固定資産      

有形固定資産      

建物・構築物 3,019  3,038  △19 

機械・運搬具 2,417  2,027  389 

工具器具・備品 190  232  △42 

土地 11,284  12,945  △1,661 

建設仮勘定 46  53  △6 

有形固定資産計 16,958   22.0 18,297   24.8 △1,339 

      

無形固定資産 362    0.5 339    0.5 23 

      

投資その他の資産      

投資有価証券 924  907  17 

繰延税金資産 2,147  2,674  △527 

長期保証金 652  687  △35 

その他 1,917  2,567  △650 

貸倒引当金 △1,264  △1,678  414 

投資その他の資産 計 4,376    5.7 5,158    7.0 △781 

固定資産合計 21,697   28.2 23,795   32.3 △2,098 

資産合計 76,972  100  73,693  100 3,279 



大林道路株式会社 

 

（単位：百万円） 
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当連結会計年度 前連結会計年度 

（平成17年3月31日現在） （平成16年3月31日現在） 

             年 度 別 

 

科  目 金     額 構成比 金    額 構成比 

増減（△）

（負債の部）       ％       ％  

Ⅰ 流動負債      

支払手形・工事未払金等 31,927  29,272  2,654 

短期借入金 9,600  6,850  2,750 

未払法人税等 176  72  103 

未成工事受入金 2,771  4,284  △1,513 

完成工事補償引当金 68  51  16 

その他 2,415  2,470  △54 

流動負債合計 46,958   61.0 43,002   58.4 3,956 

      

Ⅱ 固定負債      

長期借入金 1,000  2,800  △1,800 

繰延税金負債 5  3  1 

再評価に係る繰延税金負債 1,204  775  428 

   退職給付引当金 4,293  3,932  361 

   役員退職慰労引当金 314  259  54 

その他 3  3    － 

固定負債合計 6,820   8.9 7,773   10.5 △953 

負債合計 53,778 69.9 50,775 68.9 3,003 

      

（少数株主持分）      

  少数株主持分 － － －  － － 

      

（資本の部）      

Ⅰ 資本金 6,293 8.2 6,293 8.5 － 

Ⅱ 資本剰余金 6,095 7.9 6,095 8.3 － 

Ⅲ 利益剰余金 8,841 11.5 9,187 12.5 △345 

Ⅳ 土地再評価差額金 1,761 2.3 1,134 1.5 627 

Ⅴ その他有価証券評価差額金 222 0.3 220 0.3 1 

Ⅵ 自己株式 △23 △0.1 △15 △0.0 △8 

資本合計 23,193 30.1 22,917 31.1 275 

負債、少数株主持分及び資本合計 76,972 100 73,693 100 3,279 



大林道路株式会社 

４．連 結 損 益 計 算 書 

                                                                          （単位：百万円） 
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当連結会計年度 前連結会計年度  

自 平成 16 年 4月 1 日 自 平成 15 年 4月 1 日  

至 平成 17 年 3月 31 日 至 平成 16 年 3月 31 日 増減（△）

年 度 別 

 

 

科   目 金    額 構成比 金  額 構成比  

  ％  ％  

Ⅰ 売上高 89,710 100 77,261 100 12,448 

Ⅱ 売上原価 82,865 92.4 70,453 91.2 12,411 

売上総利益 6,845 7.6 6,808    8.8 37 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 5,274 5.9 5,608 7.3 △333 

   営業利益 1,571 1.7 1,200 1.5 370 

Ⅳ 営業外収益      

   受取利息 2  8  △5 

   受取配当金 5  8  △3 

   有価証券売却益 3  7  △4 

手数料収入 13  －  13 

技術指導料 8  －  8 

持分法による投資利益 5  20  △15 

その他 29  70  △40 

営業外収益 計 68 0.1 115 0.2 △47 

Ⅴ 営業外費用      

   支払利息 90  119  △29 

   その他 24  27  △3 

  営業外費用 計 114 0.1 147 0.2 △33 

   経常利益 1,525 1.7 1,168 1.5 356 

Ⅵ 特別利益      

   固定資産売却益 27  53  △25 

   投資有価証券売却益 －  47  △47 

   貸倒引当金戻入益 43  76  △32 

   その他 8  23  △15 

特別利益 計 80 0.1 200 0.3 △120 

Ⅶ 特別損失      

   前期損益修正損 －  100  △100 

   固定資産廃却・除却損 

   固定資産評価損 

121 

468 

 

 

139 

－ 

 

 

△18 

468 

   債権譲渡損 －  83  △83 

   事務所他撤去費用 －  59  △59 

   会員権等評価損 －  44  △44 

   その他 31  25  5 

  特別損失 計 620 0.7 453 0.6 166 

税金等調整前当期純利益 984 1.1 915 1.2 69 

法人税、住民税及び事業税 129 0.1 117 0.2 12 

法人税等調整額 428 0.5 410 0.5 18 

少数株主損益 － － － － － 

当期純利益 426 0.5 387 0.5 38 



大林道路株式会社 

５．連結剰余金計算書 

 

                                                                           （単位：百万円） 
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当連結会計年度 前連結会計年度 

自 平成 16 年 4 月 1 日 自 平成 15 年 4 月 1 日 

至 平成 17 年 3 月 31 日 至 平成 16 年 3 月 31 日 

年 度 別 

 

 

科   目 金     額 金     額 

（資本剰余金の部）     

Ⅰ 資本剰余金期首残高  6,095  6,095 

Ⅱ 資本剰余金期末残高  6,095  6,095 

     

（利益剰余金の部）     

Ⅰ 利益剰余金期首残高  9,187  8,806 

     

Ⅱ 利益剰余金増加高     

  当期純利益 426 426 387 387 

        

     

     

Ⅲ 利益剰余金減少高     

  株主配当金 140  －  

  役員賞与金 3  6  

  土地再評価差額金取崩額 627 771 － 6 

     

Ⅳ 利益剰余金期末残高  8,841  9,187 



大林道路株式会社 

    ６．連結キャッシュ・フロー計算書 

 

（単位：百万円） 
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当連結会計年度 前連結会計年度 

自 平成 16 年 4 月 1 日 自 平成 15 年 4 月 1 日 

年 度 別

 

科    目 至 平成 17 年 3 月 31 日 至 平成 16 年 3 月 31 日 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 984 915 

減価償却費 1,108 1,081 

貸倒引当金の減少（△）額  △308 △1,050 

退職給付引当金の増加額 361 39 

会員権等評価損 5 44 

固定資産評価損 468 － 

受取利息及び受取配当金 △8 △17 

支払利息 90 119 

売上債権の増加（△）・減少額 △5,168 6,888 

未成工事支出金等の増加（△）・減少額 215 △3,384 

仕入債務の増加・減少（△）額 2,654 △2,349 

未成工事受入金の減少（△）額 △1,513 △47 

未納付消費税等の増加・減少（△）額 235 △199 

その他 △83 △122 

小        計 △959 1,916 

利息及び配当金の受取額 8 17 

利息の支払額 △96 △109 

法人税等の支払額 △24 △98 

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,072 1,725 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △21 △8 

投資有価証券の売却による収入 14 574 

有形固定資産の取得による支出 △1,630 △2,234 

有形固定資産の売却による収入 117 116 

その他の投資による支出 △312 △418 

その他の投資による収入 437 281 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,395 △1,689 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増加・減少（△）額 2,750 △1,090 

長期借入による収入 － 1,000 

長期借入金の返済による支出 △1,800 △2,925 

自己株式の取得による支出 △8 △4 

配当金の支払額 △143 △4 

財務活動によるキャッシュ・フロー 798 △3,025 

現金及び現金同等物に係る換算差額 1 △11 

現金及び現金同等物の減少（△）額 △1,667 △2,999 

現金及び現金同等物期首残高 7,186 10,186 

現金及び現金同等物期末残高 5,518 7,186 



大林道路株式会社 

連結財務諸表作成のための基本となる事項 

 

    １．連結の範囲に関する事項 

          連結子会社             全ての子会社（５社）を連結している。 

主要な子会社は次のとおりである。 

東洋テクノ建設㈱、東洋パイプリノベート㈱、ミノル工業㈱ 

 

    ２．持分法の適用に関する事項  

       持分法適用の関連会社数  全ての関連会社（５社）について持分法を適用している。 

主要な関連会社は次のとおりである。 

フォレストコンサルタント㈱、㈱ＴＭＳ、ＴＭＳライナー㈱ 

                                  

    ３．連結子会社の事業年度に関する事項 

         連結子会社の事業年度は、連結財務諸表提出会社と同一である。 

   

    ４．会計処理基準に関する事項 

        （１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

              ①有価証券 

                満期保有目的の債券         償却原価法（定額法） 

                 その他有価証券 

  時価のあるもの     期末日の市場価格等に基づく時価法 

                                                （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価          

は移動平均法により算定） 

                          時価のないもの     移動平均法による原価法 

              ②たな卸資産 

                  未成工事支出金及び            個別法による原価法 

                  販売用不動産 

 

                  材料貯蔵品                先入先出法による原価法 

 

        （２）重要な減価償却資産の減価償却方法 

             ①有形固定資産                 定率法によっている。 

                                                 ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建

物付属設備は除く。）については、定額法によっている。 

                                                 なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によっている。 

              ②無形固定資産                 営業権については、商法の規定する償却期間（５年間）  

で均等額以上を償却する方法、その他の無形固定資産

については定額法によっている。 

                                                 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によってい

る。 
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        （３）重要な引当金の計上基準 

              ①貸倒引当金 

                  売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上している。 

              ②完成工事補償引当金 

         完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事高に対する将

来の見積補償額に基づいて計上している。 

              ③退職給付引当金 

                  当社においては、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結会計年度末において発生していると認められ

る額を計上している。 

過去勤務債務は、各連結会計年度の発生時に一括費用処理している。 

                  数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（５年）による均等額を、それぞれ発生した連結会計年度から費用処理して

いる。 

              ④役員退職慰労引当金 

当社においては、役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当期末要支

給額を計上している。 

 

        （４）重要なリース取引の処理方法 

               リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引          

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

 

        （５）重要なヘッジ会計の方法 

              ①ヘッジ会計の方法 

         特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理を採用している。 

              ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

                 借入金の利息に対するヘッジ手段として金利スワップ取引を行っている。 

              ③ヘッジ方針 

         社内管理規程に従い、金利変動リスクを保有期間をとおして効果的にヘッジする目的     

で利用している。 

       ④ヘッジの有効性評価の方法  

                 金利スワップについては特例処理適用の判定をもって、有効性の判定に代えている。 

 

        （６）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

              ①完成工事高の計上基準 

                  工事完成基準によっている。 

              ②消費税等の会計処理 

                  消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

    ５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

          連結子会社の資産及び負債の評価は全面時価評価法を採用している。 

  

    ６．連結調整勘定の償却に関する事項 

          連結調整勘定は金額が僅少なため、発生年度に全額償却している。 

 

    ７．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

          連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づ        

いて作成している。 
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    ８．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

          連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き       

出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリスクしか負わない        

取得日から３か月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。 

 

  [表示方法の変更] 

    （連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度まで、「未成工事支出金等」に含めて表示していた「販売用不動産」は、当連結会

計年度において資産の総額の１００分の１を超えたため、区分掲記した。 

なお、前連結会計年度の「販売用不動産」の金額は９百万円である。 

 

（連結損益計算書関係） 

１．前連結会計年度まで、営業外収益の「その他」に含めて表示していた「手数料収入」及び「技術指

導料」は、当連結会計年度において営業外収益の総額の１００分の１０を超えたため、区分掲記した。 

なお、前連結会計年度における「手数料収入」及び「技術指導料」の金額はそれぞれ、１０百万円、

９百万円である。 

 

２．前連結会計年度まで区分掲記していた「投資有価証券売却益」（当連結会計年度０百万円）は、特別

利益の総額の１００分の１０以下となったため、特別利益の「その他」に含めて表示することとした。 

 

３．前連結会計年度まで区分掲記していた「債権譲渡損」（当連結会計年度０百万円）、「事務所撤去費用」

（当連結会計年度４百万円）及び「会員権等評価損」（当連結会計年度５百万円）は、特別損失の総

額の１００分の１０以下となったことと金額的重要性が乏しくなったため、特別損失の「その他」に

含めて表示することとした。 

 

   [追加情報] 

（外形標準課税） 

当社においては実務対応報告第１２号「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表

示についての実務上の取扱い」（企業会計基準委員会（平成１６年２月１３日））が公表されたことに

伴い、当連結会計年度から同実務対応報告に基づき、法人事業税の付加価値割及び資本割７１百万円

を販売費及び一般管理費として処理した。 

 

（事業用土地の保有目的の変更） 

当社においては事業用土地のうち、遊休となった土地の売却を意思決定したので、当該物件を時価

評価し評価損を計上したうえで、「土地」勘定より「販売用不動産」勘定に振り替えている。 

 

        固定資産評価損額               ４６８百万円（特別損失に計上） 

       「販売用不動産」に振り替えた土地簿価   １，２８３百万円 

 

 

［注記事項］ 

（連結貸借対照表関係） 

１．有形固定資産の減価償却累計額       

                                            （当連結会計年度）        （前連結会計年度） 

                                           １６,８３６百万円          １６,９５５百万円 
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２．担保に供している資産及びこれに対応する債務 

    （イ）担保に供している資産 

                                            （当連結会計年度）        （前連結会計年度） 

                 建  物                         ９百万円                 １０百万円 

                 土  地                        ５９百万円                 ６０百万円 

                       計                           ６９百万円                 ７０百万円 

    （ロ）上記に対応する債務はない。 

 

                                            （当連結会計年度）        （前連結会計年度） 

    ３．投資有価証券に含まれる関連会社株式         ９６百万円              ９１百万円 

 

    ４．当社においては、土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき

事業用土地の再評価を行い、土地再評価差額金を資本の部に計上している。 

        再評価の方法 

          土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９号）第２条第４号に

定める地価税法（平成３年法律第６９号）第１６条に規定する地価税の課税価格の計算の基礎とな

る土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定した価額に合理的な調

整を行って算定する方法 

        再評価を行った年月日                 平成１２年３月３１日 

        再評価を行った土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

                                            （当連結会計年度）        （前連結会計年度） 

                                              ３，０３２百万円           ２，８８３百万円 

 

    ５．受取手形割引高              （当連結会計年度）       （前連結会計年度） 

                                                  ４０８百万円               ５４８百万円 

 

    ６．当社の発行済株式総数は、普通株式 46,818,807 株である。 

 

７．当社の保有する自己株式の数は、普通株式 115,243 株である。 

 

 

    （連結損益計算書関係） 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

                                              （当連結会計年度）       （前連結会計年度） 

            従業員給料手当              ２，３６３百万円          ２，６７０百万円 

            退職給付費用                    ２０９百万円               １４０百万円 

            貸倒引当金繰入額             ３５百万円               １０７百万円 

            役員退職慰労引当金繰入額                ６３百万円                 ６３百万円 

 

２．一般管理費に含まれる研究開発費 

                                              （当連結会計年度）       （前連結会計年度） 

                            ２１２百万円               ２０３百万円 

 

            前連結会計年度及び当連結会計年度の完成工事原価に含まれている研究開発費はない。 

 

    （連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

        現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                                            （当連結会計年度）       （前連結会計年度） 

        現 金 預 金 勘 定     ５，５１８百万円          ７，１８６百万円 

        預入期間が 3ヶ月を超える定期預金           － 百万円                  － 百万円 

        現 金 及 び 現 金 同 等 物     ５，５１８百万円          ７，１８６百万円 
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（セグメント情報） 

      １．事業の種類別セグメント情報 

          当連結会計年度（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）      （単位：百万円） 

 
建設事業

製造・販

売他事業 
計 

消去又は

全  社 
連  結

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売 上 高    

(1)外部顧客に対する売上高 76,650 13,060 89,710 － 89,710 

(2)セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 5 4,509

 

4,514 

 

(4,514) 

 

－ 

      計 76,655 17,570 94,225 (4,514) 89,710 

営業費用 73,631 17,053 90,685 (2,545) 88,139 

営業利益 3,023 516 3,540 (1,969) 1,571 

Ⅱ 資産・減価償却費及び資本的    

  支出    

  資   産 47,814 17,536 65,351 11,620 76,972 

  減価償却費 294 730 1,025 82 1,108 

資本的支出 166 1,573 1,739 57 1,797 

 

 

          前連結会計年度（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）      （単位：百万円） 

 
建設事業

製造・販

売他事業 
計 

消去又は

全  社 
連  結

Ⅰ 売上高及び営業損益    

売 上 高    

(1)外部顧客に対する売上高 64,293 12,968 77,261 － 77,261 

(2)セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 
5 4,134 4,140 (4,140) － 

      計 64,299 17,102 81,402 (4,140) 77,261 

営業費用 61,605 16,682 78,288 (2,226) 76,061 

営業利益 2,693 420 3,114 (1,913) 1,200 

Ⅱ 資産・減価償却費及び資本的    

  支出    

  資   産 43,413 15,475 58,889 14,803 73,693 

  減価償却費 301 678 979 101 1,081 

資本的支出 195 1,856 2,052 179 2,232 
 
    （注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 
            （１）事業区分の方法 
                  日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分した。 
            （２）各事業区分に属する主要な内容 
                  建  設  事  業：舗装、土木、建築工事その他建設工事全般に関する事業 
                 製造･販売他事業       ：アスファルト合材等舗装用材料の製造･販売に関する事業他 
 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、当連結会計          
年度１,９７０百万円、前連結会計年度１,９１３百万円であり、その主なものは、提出会
社本社の管理部門に係る費用である。 

 
３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた消去前全社資産の金額は、１１，９１１百万
円、前連結会計年度は、１５，１３６百万円であり、その主なものは、提出会社での余資
運用資金（現金預金）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等である。 

 
４. 減価償却費及び資本的支出には長期前払費用とその償却額が含まれている。 
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   ２．所在地別セグメント情報 

            当連結会計年度（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）及び前連結会計年度 

            （平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

                在外連結子会社がないため、記載していない。 

 

    ３．海外売上高 

          当連結会計年度（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）及び前連結会計年度 

           （平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日） 

        海外売上高がないため、記載していない。 

 

    （リース取引関係） 

ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。 

 

  （関連当事者との取引） 

        （当連結会計年度）（平成 16 年４月１日～平成 17 年３月 31 日） 
                                                                               （単位：百万円） 

     議決権等の 関 係 内 容 

属 性 会 社 名 住 所 資本金 事 業 の 内 容 被所有割合 役員の 

     直接 間接 兼任等 
事実上の関係 

    建設、土木工事の請負並び % %  建設工事の受注、

  大阪市  にこれらに関連する事業、   兼任 製品の販売、建物

  中央区 57,752 不動産の売買、賃貸並びに 40.64 － １人 等の賃借並びに 

    これらに関連する事業    建築工事の発注

親会社 ㈱大林組 

  
取引の内容 取 引 金 額 科   目 期 末 残 高 

  建設工事の受注 16,425 完成工事未収入金 7,993

  不動産の賃借 129 工事未払金 437

  技術指導料 8 未成工事受入金 485

（注）１．未成工事受入金については、消費税及び地方消費税込の額にて表示している。 

        ２．建設工事の受注、製品の販売及び建築工事の発注については、当社と関連を有しない他の当事

者と同様の条件となっている。 

 

    （前連結会計年度）（平成 15 年４月１日～平成 16 年３月 31 日） 

                                                                             （単位：百万円） 

     議決権等の 関 係 内 容 

属 性 会 社 名 住 所 資本金 事 業 の 内 容 被所有割合 役員の 

     直接 間接 兼任等 
事実上の関係 

    建設、土木工事の請負並び % %  建設工事の受注、

  大阪市  にこれらに関連する事業、   兼任 製品の販売、建物

  中央区 57,752 不動産の売買、賃貸並びに 41.26 － ４人 等の賃借並びに 

    これらに関連する事業    建築工事の発注

親会社 ㈱大林組 

  
取引の内容 取 引 金 額 科   目 期 末 残 高 

  建設工事の受注 11,751 完成工事未収入金 4,811

  不動産の賃借 134 工事未払金 146

   未成工事受入金 57

（注） １．未成工事受入金については、消費税及び地方消費税込の額にて表示している。 

２．建設工事の受注、製品の販売及び建築工事の発注については、当社と関連を有しない他の当事

者と同様の条件となっている。 
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  （税効果会計関係） 

       繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（当連結会計年度）  （前連結会計年度） 

          繰延税金資産 

              賞与引当金                   ５３１百万円       ５６９百万円 

             退職給付引当金               １，５４３百万円    １，１９８百万円 

              役員退職慰労引当金                 １２７百万円        １０５百万円 

             貸倒引当金                    １９９百万円        ４９６百万円 

       固定資産評価損            ６１５百万円        － 

              その他有価証券評価差額金                    －            ０百万円 

              繰越欠損金                ５２５百万円    １，１８３百万円 

             その他                       １５４百万円       ２０６百万円  

          繰延税金資産小計                     ３，６９８百万円    ３，７５９百万円 

          評価性引当額                △ ８６百万円      △１４８百万円   

          繰延税金資産合計            ３，６１２百万円    ３，６１１百万円 

 

          繰延税金負債 

              土地評価益                  △ ２９百万円      △ ２９百万円   

             固定資産圧縮積立金              △ １０百万円      △ １０百万円   

              その他有価証券評価差額金            △１５２百万円     △１５１百万円  

              その他                    △    ６百万円      △  ４百万円   

          繰延税金負債合計              △１９９百万円      △１９７百万円   

 

          繰延税金資産の純額           ３，４１２百万円    ３，４１４百万円   
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  （有価証券関係       ） 

 

 

     （当連結会計年度）（平成１７年３月３１日現在） 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

                        （単位：百万円） 

 連結貸借対照表 

計  上  額 
時  価 差  額 

（１）時価が連結貸借対照表    

   計上額を超えるもの    

    国債・地方債等 ２０  ２０   ０ 

    社     債        －        －        － 

    そ  の  他         －        －        － 

     小   計 ２０  ２０  ０  

    

（２）時価が連結貸借対照表    

   計上額を超えないもの    

    国債・地方債等 － － － 

    社     債        －        －        － 

    そ  の  他         －        －        － 

     小   計 － － － 

    合     計 ２０ ２０ ０ 

 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

                        （単位：百万円） 

 
取 得 原 価 

連結貸借対照表 

計  上  額 
差  額 

（１）連結貸借対照表計上額が    

   取得原価を超えるもの    

    株     式 ３１０ ６８５ ３７５ 

    債     券        －        －        － 

    そ  の  他         －        －        － 

     小   計 ３１０ ６８５ ３７５ 

    

（２）連結貸借対照表計上額が    

   取得原価を超えないもの    

    株     式 １ １ － 

    債     券        －        －        － 

    そ  の  他         －        －        － 

     小   計 １ １ － 

    合     計 ３１１ ６８６ ３７５ 

 

※その他有価証券で時価のあるもの（株式）について１百万円減損処理を行っている。 

 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

（単位：百万円） 

売  却  額 売却益の合計額 売却損の合計額 

１３ ３ － 

 

-20- 



大林道路株式会社 

 

 

４．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額 

            その他有価証券 

              非上場株式（店頭売買株式を除く）         １２１百万円 

 

 

５．その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的債券の今後の償還予定額 

                        （単位：百万円） 

 １年以内 １年超 

５年以内 

５年超 

１０年以内 

１０年超 

債   券     

  国債・地方債等 － ２０ － － 

  社     債 － － － － 

  そ  の  他 － － － － 

そ の 他 － － － － 

    合     計 － ２０ － － 

 

 

 

 

     （前連結会計年度）（平成１６年３月３１日現在） 

 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

                        （単位：百万円） 

 連結貸借対照表 

計  上  額 
時  価 差  額 

（１）時価が連結貸借対照表    

   計上額を超えるもの    

    国債・地方債等 １９ １９ ０ 

    社     債        －        －        － 

    そ  の  他         －        －        － 

     小   計 １９ １９ ０ 

    

（２）時価が連結貸借対照表    

   計上額を超えないもの    

    国債・地方債等 － － － 

    社     債        －        － － 

    そ  の  他         －        －        － 

     小   計 － － － 

    合     計 １９ １９ ０ 
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２．その他有価証券で時価のあるもの 

                        （単位：百万円） 

 
取 得 原 価 

連結貸借対照表 

計  上  額 
差  額 

（１）連結貸借対照表計上額が    

   取得原価を超えるもの    

    株     式 ３２０ ６９３ ３７３ 

    債     券 － － － 

    そ  の  他  － － － 

     小   計 ３２０ ６９３ ３７３ 

    

（２）連結貸借対照表計上額が    

   取得原価を超えないもの    

    株     式  ３ １ △１ 

    債     券 － － － 

    そ  の  他  － － － 

     小   計  ３ １ △１ 

    合     計 ３２３ ６９５ ３７１ 

 

３．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

（単位：百万円） 

売  却  額 売却益の合計額 売却損の合計額 

５７５ ５４ － 

 

４．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額 

            その他有価証券 

              非上場株式（店頭売買株式を除く）         １２０百万円 

 

５．その他有価証券のうち満期のあるもの及び満期保有目的債券の今後の償還予定額 

                        （単位：百万円） 

 １年以内 １年超 

５年以内 

５年超 

１０年以内 

１０年超 

債   券  

  国債・地方債等 １９ － － －

  社     債 － － － －

  そ  の  他 － － － －

そ の 他 － － － －

    合     計 １９ － － －
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    （デリバティブ取引）     

     ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略している。 

 

  （退職給付関係） 

   １．採用している退職給付制度の概要 

     当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けており、子会社 

        １社は総合設立型厚生年金基金制度を設けている。 

 

   ２．退職給付債務に関する事項 

                                                                          （単位：百万円） 

 当連結会計年度 前連結会計年度 

 （平成 17 年３月 31 日現在） （平成 16 年３月 31 日現在）

イ．退職給付債務 △８，４４２ △８，４２３ 

ロ．年金資産 ４，１７７ ４，２８８ 

ハ．未積立退職給付債務 （イ＋ロ） △４，２６４ △４，１３５ 

ニ．未認識数理計算上の差異 △２８ ２０３ 

ホ．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ） △４，２９３ △３，９３２ 

ヘ．前払年金費用 － － 

ト．退職給付引当金   （ホ－ヘ） △４，２９３ △３，９３２ 

 

  （注） 連結子会社ミノル工業株式会社の採用している総合設立型厚生年金基金については、同社の拠出

に対応する年金資産の額を合理的に計算することができないため、上記年金資産には含めていない。 

          なお、標準給与月額割合により計算した年金資産の額は、当連結会計年度は、５５百万円であり、

前連結会計年度は、４９百万円である。 

 

  ３．退職給付費用に関する事項 

                                        （単位：百万円） 

 当連結会計年度 前連結会計年度 

 自 平成 16 年 4月 1 日 自 平成 15 年 4月 1 日 

 至 平成 17 年 3月 31 日 至 平成 16 年 3月 31 日 

イ．勤務費用 ３６７ ４０７ 

ロ．利息費用 ２１０ ２１７ 

ハ．期待運用収益 △１０７ △１０２ 

ニ．数理計算上の差異の費用処理額 １２１ １４３ 

ホ．過去勤務債務の費用処理額 － △９３ 

ヘ．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ） ５９２ ５７３ 

 

  ４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

                                        （単位：百万円） 

 当連結会計年度 前連結会計年度 

 （平成 17 年 3 月 3 1 日現在） （平成 16 年 3 月 31 日現在）

イ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

ロ．割引率 ２．５％ ２．５％ 

ハ．期待運用収益率 ２．５％ ２．５％ 

ニ．過去勤務債務の処理年数 １年 １年 

ホ．数理計算上の差異の処理年数  それぞれ発生した期から それぞれ発生した期から 

 ５年で定額償却 ５年で定額償却 
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（重要な後発事象） 

  当社は退職給付制度として、退職一時金制度に併せて従業員の一部（定年退職者）に対する退職

給与の 50％相当額について適格退職年金制度を採用していたが、法令の改正によって同制度が廃止

されることに伴い、平成１７年４月１日から確定給付企業年金法に基づく規約型企業年金制度（キ

ャッシュバランスプラン）に移行した。移行に伴う過去勤務債務は発生年度に一括処理を行うので、

平成１８年３月期に特別利益として８８百万円を計上する見込みである。 

 

 

 

 

生産･受注及び販売の状況 

 

 

    （１）受注実績                                                  

（単位：百万円） 

 当連結会計年度 前連結会計年度 

建 設 事 業 ７１，２９２ ６５，９２７ 

製造・販売他事業 １３，０６０ １２，９２８ 

合     計 ８４，３５３ ７８，８５６ 

 

    （２）売上実績 

（単位：百万円） 

 当連結会計年度 前連結会計年度 

建 設 事 業 ７６，６５０ ６４，２９３ 

製造・販売他事業 １３，０６０ １２，９６８ 

合     計 ８９，７１０ ７７，２６１ 

 

      （注）当連結企業集団では生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載し          

ていない。 
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